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導入

• 自己紹介と今日のテーマ

• 高齢者・障害者福祉に20年以上従事

• 現場から見えてきた労働問題の実態

• 本日のテーマ「職場の人権」



現状の深刻な労働問題

• 賃金の停滞と非正規雇用の拡大

• 技能実習制度の問題（安い労働力の受け
入れ）

• 福祉現場における外国人労働者の課題

• 少子高齢化と労働力不足の加速



賃金の停滞と非正規雇用の拡大
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背景にある構造的な問題

• グローバル資本主義の加速

• コストカット経済の過熱

• 資本と政治の癒着：票と利益優先の政治

• 必要な分野に予算が届かなかった30年
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【資料】 社会保障財源の全体像（2014年）
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財政制度分科会（令和7年4月
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【資料】 社会保障財源の全体像（2024年）
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れいわ新選組の視点
政策提案

• 内需主導型経済：賃金を上げ人材を定着

• 技能実習制度を廃止し、人権を守る労働
制度へ

• 公共投資で福祉・教育・医療へ大胆に予
算を投入

• 労働現場に人権を確立する仕組みづくり



内需主導型経済：
賃金を上げ人材を定着

労働政策 大胆な財政出動で、1000万人の安定雇用
と賃金を爆上げする！

・国の財源を活用し、新卒者やロスジェネ世代だけでなく、
幅広い世代で正規雇用を増やします。また、日本は先進
国の中でも最も公務員の少ない国のひとつです。自治
体への交付金の増額や、災害対策、インフラ維持・更新
をはじめとする公共事業の復活で公務員を増やします。

・ロスジェネ世代をはじめとして、希望する人に安定した
雇用を保障する

・最低賃金を全国一律1500円に引き上げる。中小企業
には負担軽減のため、社会保険料の減免等の徹底支
援を行う



技能実習制度を廃止し、
人権を守る労働制度へ

この制度は「国際貢献」とうたわれながら、実際に
は安い労働力を確保する手段になってきました

・技能実習制度などは、国内労働条件の悪化の原
因でもあり、廃止する
・外国人労働者の待遇を改善し、賃金などの労働
条件で差別されないよう規制する
・ILO条約の「雇用及び職業についての差別待遇に
関する条約」（第111号）をただちに批准する
・国際労働機関（ILO）が提唱する「ディーセント・
ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）」を実現
する



公共投資で福祉・教育・医療へ
大胆に予算を投入

・年間3兆円の財政投資で介護従事者の給与を月
10万円引き上げ、介護の現場で働く人を増やす
・年間7200億円の財政投資で保育従事者の給与
を月10万円引き上げ、保育の現場で働く人を増や
す

・看護師や病院事務職員などの処遇を大幅に改善
し医療従事者を増やすことで労働時間や業務負担
を減らす

・育児、家族介護、障害、がんなどの病気を抱えた
人の就業継続を保障するしくみをつくる



労働現場に人権を確立する
仕組みづくり

・同一価値労働・同一賃金を実現する。仕事内容が同じなら、賃金、福利
厚生、その他の待遇は正社員か非正社員かにかかわらず同一とする

・過労死をゼロにする。違法な不払い残業を根絶する

・派遣法を根本から見直す。派遣労働を含む有期労働契約を既存の就業
が失われないよう配慮しつつ、原則禁止する。やむを得ない有期労働に
ついては臨時的に認められる条件を法律に明記する

・法定労働時間を短縮するとともに、労働基準監督署の予算と人員を拡充
し、違法な不払い残業、いわゆる「サービス残業」をなくす

・残業の割増賃金率を大幅に引き上げ、残業時間上限を大幅に引き下げ
る
・雇用・賃金における男女格差をはじめ、あらゆる格差と差別をなくす

・違法行為を明文化し、刑事罰・民事救済を規定した「ハラスメント禁止法」
を策定する

・ハラスメント被害が認定された場合、医師やカウンセラーによる診療・ケ
アや、労災保険の適用につなげるなど救済措置の制度化を目指す。また
労働基準監督署のもとに、二次被害の心配のない相談窓口を設ける



結論と呼びかけ

• 労働問題は政治で変えられる

• 「今だけ・金だけ・自分だけ」の政治か
ら転換を

• 人を大切にする政治へ

• 一緒に変えていきましょう！
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